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補論 地域の雇用・賃金構造 

 

景気回復を実感するためには雇用環境の改善が重要な要素となる。当補論では、それに影響を与

えると思われる地域の雇用・賃金の構造とその中長期的な変化について簡単な分析を行う。 

 

（大都市圏では、高賃金の職種が多い） 

地域別に雇用構造の違いはどのようなものかを考えるため、産業別就業者割合を地域別に見てみ

よう。その上で、全国平均の業種別賃金と比較してみよう（第３－１図、第３－２図）。 

情報・金融業等の職種は南関東に多いが、これらは比較的高賃金であり、南関東の高所得の原因

の一つとなっている。また、製造業は東海で多いが、製造業賃金は高く、東海地域の高所得の源泉

となっていると考えられる15。 

これに対し、全国平均より賃金の低い飲食・生活関連サービス業の比率が高い北海道、四国、九

州、沖縄では高い賃金の職が相対的に少ないことが窺える。 

（備考）１．総務省「平成24年就業構造基本調査」より作成。

　　　　２．情報・金融業等は、情報通信業、金融業・保険業、学術研究、専門・技術サービス業。飲食・生活関連サービス業は、

　　　　　　宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業。

　　　　３．地域区分はＡ。

第３－１図　地域別産業別就業者数（2012年）
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15「地域の経済 2012」の補論では、県別に比較した際、製造業労働者比率や高度人材の集積度が上昇すると、賃

金水準が高まるとの分析を行っている。 
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（備考）１．厚生労働省「毎月勤労統計調査」より作成。

　　　　２．常用労働者（パート含む）の月間の現金給与総額。

第３－２図　業種別現金給与額（2012年）
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調査産業計：314.1千円

 
 

（長期的にみた就業形態の変化） 

次に、県別にみた就業者の雇用割合をみてみると、大都市圏では雇用者（自営業でない者）が多

く、また、非正規雇用の割合が高いことがわかる（第３－３図）。 

（備考）総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」より作成。

第３－３図　都道府県別就業者の雇用者割合（2012年）
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次に、1992年から2012年の20年間の長期的な就業構造の変化をみると、全国的に正規職員の割合

が減少し、非正規雇用の割合が増加していることがわかる（第３－４図）。 
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（備考）総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」「平成４年就業構造基本調査」より作成。

第３－４図　都道府県別就業者の雇用者割合の変化幅（1992年から2012年）
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こうした変化が、平均継続就業期間に与える影響をみてみよう（第３－５図）。全国的に就業期

間は短くなっているが、正規職員の割合が低下している県ほど、就業期間の短縮幅が大きい。また、

構成員の平均年齢の上昇が大きかったほうが、就業期間が延びている。 

（備考）１．総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」「平成４年就業構造基本調査」より作成。

　　　　２．計算式：PERIOD　＝　-2.02　＋　0.58AGE　＋　0.08PERM

　　　　　　t値　　　　　　　　（-6.89）　（5.76）　   （3.28）

　　　　　　PERIOD：平均継続就業期間差（2012年－1992年）　　AGE：平均年齢差（同）　　PERM：正規職員割合差（同）

　　　　第３－５図　都道府県別の平均継続就業期間の変化幅（1992年から2012年）
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次に、長期的な賃金の変化に与える影響をみてみよう（第３－６図）。全国的にみると、平均的

には賃金は上昇している。ただし、正規職員の割合が低下している県ほど、また、構成員の平均年

齢の上昇が大きかった県ほど、賃金の伸びが抑制されている。なお、構造失業率が高まった県では、

ミスマッチの度合が高まったためか、やや賃金が押し上げられた可能性がある。 
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（備考）１．厚生労働省「賃金構造基本統計調査」、総務省統計局「平成24年就業構造基本調査」「平成４年就業構造基本調査」より作成。

　　　　　　構造失業率は内閣府にて推計（推計方法は付注３参照）。

　　　　２．平均賃金は、きまって支給する現金給与額（１年分）に年間賞与等を加えたもの。

　　　　３．計算式：WAGE　＝　56.12　-　7.06AGE　＋　3.74PERM　＋　12.96NUR

　　　　　　t値　　　　　　 （5.25）　 （-1.87）　　 （3.81）      (2.55)

　　　　    WAGE：平均賃金差（2011年－1991年）　　AGE：平均年齢差（2012年－1992年）　　PERM：正規職員割合差（同）

　　　　　　NUR：構造失業率の差（2012年－1997年）

第３－６図　都道府県別の賃金の変化幅（1991年から2011年）
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（2000年前後で東日本を中心に上昇した構造失業率） 

県別に構造失業率を推計してみると、東日本を中心に、今世紀に入り全国的に構造失業率の上昇

がみられる。特に、宮城県では、これに加え、東日本大震災により、再度、構造失業率が上昇して

いることが窺える16（第３－７図）。 

このように、全国的に構造失業率が上昇している背景を探るため、長期的な雇用の需給動向の推

移をみてみよう（第３－８図）。全体的に45度線からのかい離が大きくなっている。これは、職種

ごとにみた有効求人数と有効求職者数のかい離が大きくなっていることを意味し、雇用のミスマッ

チが拡大しているといえる。 

大分類でみると、専門的・技術的、サービスの職業の人手不足が拡大する一方、事務的職業の仕

事不足が恒常化し、さらに生産工程・労務の職業の仕事不足に転じている。より詳細な分類でみる

と、社会福祉、飲食物調理の人手不足が拡大する一方、電気機械、一般機械等の組立・修理の職業

は仕事不足に転じている。 

                                                  
16 平成 25 年度経済財政白書においても、宮城県では、労働需給がひっ迫しており、需要不足から失業率は低下し

ているものの、構造的失業率が高止まりしており、ミスマッチ解消が課題であるとしている。 
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（備考）１．内閣府推計（推計方法は付注11参照）。
　　　　２．黄色は1997年から2000年まで及び2001年以降の構造失業率が異なることを示す。また、宮城県は東日本大震災後の
　　　　　　2011年４～６月期以降にもう一度構造失業率が上昇していることを示す。
　　　　３．沖縄県及び徳島県はＵＶ分析で構造失業率を有意に推計できなかった。

第３－７図　都道府県別にみた構造失業率の推移
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（備考）１．厚生労働省「職業安定業務統計」より作成。

　　　　２．横軸は、職種毎の求人数/全体の求人数。縦軸は、職種毎の求職者数/全体の求職者数を表す。

　　　　３．図は1997年→2001年→2005年→2009年→2012年の動きを示す。

　　　　４．「機械関係組立・修理の職業」は一般機械器具、電気機械器具、輸送用機械の各組立・修理業を足し上げたもの。

第３－８図　職種別の雇用需給動向
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（まとめ） 

地域経済にとっては、賃金の伸びが高まり、雇用の安定性も高まることが好ましいと考えられる

が、この20年間の長期的な傾向をみると、やや相反した動きとなっている。この二つを同時に達成

するためには、高付加価値の産業を地域の中に作り上げるとともに、雇用のミスマッチを解消して

いく必要がある。 


